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        借金契約の訴訟時効はどう計算すべきか

一、事実経緯

2005年3月10日、A氏はB氏と月利0.5％付の10万元の借金契約を締結したが、返済期限を特約しなかった。

2005年3月11日、B氏は10万元をA氏に渡し、A氏より領収書1部を発行された。

2005年3月11日から2010年3月11日までに、A氏は約束通り毎月B氏に借金の利息を支払った。

2010年8月、B氏はA氏宛2010年11月3日までに元金及び利息を返済するよう通知書を発送したが、A氏はその期限を過ぎても返済に応じなかった。

2011年6月17日、B氏は再度A氏に返金を催告したが、A氏は利息の2000元しか返済しなかった。

B氏はやむを得ず2011年7月裁判所に起訴し、A氏が借金の10万元及び延滞利息を支払うよう判決を求めた。

二、争議の焦点

本案の争点はB氏の訴訟請求は法律に決めた訴訟時効を超過したか否かのことである。

三、判決趣旨

裁判所は本案を受理後、借金契約内容を審理し、双方が交わした、返済期限の無い借金契約が無期限借金契約であると認定し、「契約法」の第206条の「借金期限を約束しておらず、または約束を明確せず、本法第61条に従うとしても確定できない場合、借主は随時に返済できるし、貸主は借主に対して合理的な期限内に返済を催告できる」との規定に基づいて、本案の訴訟時効が消滅していないと判決した。

四.コメント

１、B氏は、A氏に催告前、その権利が侵害された事実を知らなかったが、一旦A氏に催告後でも、A氏がなおその要求通り借金及び利息の返済を履行しないとすれば、その時点からこそ、始めて訴訟時効期限の適用要件が備えるようになった。その場合、債権者であるB氏は債務者であるA氏に対して何時でも催告できる。その訴訟時効期限は権利が侵害された時から起算すべきものとし、即ち、本案の訴訟時効は2010年11月3日から起算し二年間とするが、2011年6月17日、B氏は元金及び利息の返済を求めたため、訴訟時効は、その時から中断し、本案の訴訟時効期限は2013年6月16日まで延長する。故に、B氏の訴訟請求は訴訟時効期限を過ぎておらず、その合法、合理的な請求は法的な支持を得られる。

2、本案を引き起こした原因は双方が訴訟時効に対する理解の違いによるものである。

3、貸出期限を確定出来ない状況に対して、貸主は借金期間の利息を主張する場合、自ら借金期日について挙証しなければならないものとして、確定できない場合、主張した日から利息を起算する。もし、借主は借金が時効にかかって消滅してしまうと主張する場合、自ら借金期日及び訴訟時効の超過について挙証しなければならないものとして、確定できない場合、主張した日から改めて訴訟時効を計算しなければならない。

4、


税収協定相互協商手続施行弁法について

2013年9月24日、国家税務総局が「税収協定相互協商手続施行弁法」（以下、本弁法と略称）を公布し、今月1日より実施する。本稿ではその概要について以下の通り述べてみます。

一、背景

2013年6月末、中国は既に99カ国と二重課税防止協定を正式に調印し、そのうち96カ国との協定は発効済み。然し、中国国内税収政策の調整及び国際経済交流の進化に伴い、税収協定の解釈及び適用に当たり、分岐或いは争議が増発、相互協定手続の発動によって争議を解決する案件数が上昇。既存の「中国居民（国民）税務相互協商手続発動申請暫定弁法」（以下、旧弁法と略称）の不備、不明瞭などで案件処理の統一性、規範性及び効率性の確保に支障が生じている。旧弁法の代わりに本弁法の実施は従来の問題の解消、税務機関の効率のアップ、国の税収権益及び納税人の合法権利の保護に繋がると期待される。

2、 適用範囲

旧弁法は中国居民（国民）の相互協商手続発動申請の案件のみ適用していたが、本弁法は締約相手側または中国税務機関の申し入れた相互協商手続案件まで拡大し、且つ、特別納税調整の相互協商案件の適用か否かを明確した。

3、 中国居民（国民）の申請できる事項

本弁法第九条は相互協商手続事項を以下の通りに類別した。

（1） 居民身分の認定に対して異議がある場合、

（二）恒久施設の判断、または恒久施設の利益帰属及び費用控除に異議がある場合、

（三）各項所得、または財産の納税、免税，或いは税率適用に異議ある場合、

（四）税収協定の非差別待遇（無差別待遇）条項を違反し、税収差別を既に形成したかまたは形成する恐れがある場合、

（五）税収協定のその他の条項の理解及び適用に争議が生じ、自ら解決できない場合、

（六）その他の既に異なる税収管轄権の間二重課税を形成したか、又は形成する恐れがある場合

四、税務機関による相互協商手続発動の条件

本弁法第十四条は相互協商手続発動条件を以下の通りに類別した。

（一）申請人は本弁法第九条または第十条規定により、相互協商手続を申請できる中国居民または中国国民；

（二）申請した時間は税収協定に決める時限を超過していないこと、

（三）協商を申し入れた事項は、締約相手側が既に税収協定を違反したかまたは税収協定を違反する恐れがある行為であること、

（四）申請人の提供した事実及び証拠は、締約相手側の行為が税収協定規定を違反したことを証明できる、または合理的に除外できないこと、

（五）相互協商を申し入れた事項には本弁法第十八条に決める状況が存在しないこと。

5、 申請人の中国居民（国民）の権利義務

(1） 相互協商を発動するか否かについては国内救済手段の存否を条件としない。

(2） 相互協商手続を既に発動した案件に対して申請人は税務機関に相互協商進展状況を把握する権利を有する。

(3） 相互協商過程中、申請人は相互協商の申請を撤回でき、または相互協商の結果を拒否することもできる。

6、 締約相手側主管当局の相互協商請求

以下のいずれかの状況に当たる場合、税務総局は締約相手側の相互協商請求を差し戻すことができる。

（一）相互協商を申し入れた事項が税務協定の適用範囲に属しない場合、

（二）納税人の相互協商の申し入れが税収協定相互協商条項に定めた時限を超えた場合、

（三）締約相手側主管当局の請求は明らかに事実または法律依拠が欠乏している場合、

（四）締約相手側主管当局の提供した事実及び材料の不備、不明確さによって、税務機関は調査または確かめることができなくなる場合、

7、 執行双方主管当局の協力

締約相手側主管当局の申し入れた相互協商事項について、双方主管当局の間で一致合意した場合、国家税務総局は公告の形式で相互協商の結果を公布し、その内、中国税務機関による税金還付またはその他の調整処理が必要な場合、関連税務機関は通知を受け取った日から三か月内に執行完了し、且つ状況を税務総局に報告しなければならない。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局公布の「税収協定相互協商手続施行弁法」について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/11/01 

	2
	財政部、国家税務総局の「総分機構納税人増値税計算納付暫定弁法」再配布に関する通知现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2013/10/24

	3
	税関総署の区域通関業務改革の全面深化に関する公告

	2013/10/29

	4
	国家税務総局の技術譲渡所得企業所得税減免関係問題に関する公告
	2013/11/01

	5
	財政部、国家発展改革委員会の314項行政事業性費用徴収取消の公布に関する通知
	2013/11/01

	6
	質検総局の「国境口岸衛生処理監督管理弁法」の公布に関する公告
	2013/11/18

	7
	国家税務総局の輸出税金還付免除申請弁法に関する公告
	2014/01/01

	8
	全国人民代表大会常務委員会の「中華人民共和国消費者権益保護法」の修正に関する決定
	2014/03/15
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